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（6）福島区の被害想定

（7）福島地域の被害想定

区　分

全壊棟数

半壊棟数

死者数（早朝）

死者数（昼夕）

負傷者数

避難者数

木造　　５８９棟
非　　　  ４０棟

木造　１，０１５棟
非　　   １４８棟

木造　２，２９５棟
非　　　２０１棟

木造　２，１９０棟
非　　　５３２棟

４６名

４７～４９名

５，１８０名

１，２９２～１，４６４名

６名

６名

１，６３６名

６３4～６８５名

上　町 南海トラフ

区　分

全壊棟数

半壊棟数

死者数（早朝）

死者数（昼夕）

負傷者数

避難者数

木造　37棟
非　　  ４棟

木造　66棟
非　　15棟

木造　198棟
非　　  32棟

木造　177棟
非　　  77棟

4名

７～９名

527名

118～252名

0名

1名

118名

44～93名

上　町 南海トラフ

私たち福島地域では住民ひとりひとりが「自分の命は自分で守る《自助》」という心構え
を持ち、「みんなで助け合いながら《共助》」一体となって、地震など大災害に立ち向か
うため「地域防災力向上」に取り組みます。

（１）計画の対象地域
この計画の対象地域は、福島連合(福島1丁目～5丁目・6丁目の一部)とする。

（2）活動目標
地域の住民、自主防災組織の各役員が防災活動の在り方を考え、お互い協力して、継続的な
活動を実践し防災力の向上に努めます。

（社）日本火災学会：「兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」より

34.9％
自力で

家族に

友人、
隣人に

通行人に 救助隊に
その他

31.9％

28.1％

2.6％
1.7％

0.9％

98％が
自助・共助で
助かる

自
助

公助

共
助

3． 基本方針

阪神・淡路大震災では、生き埋めになり救助された人の98％が自助と共助で助けられました。
一方、公的機関によって生存したまま救出された人はわずか1.7％という記録が残っています。
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（１）組織
自主防災組織は福島地域の住民などで構成され、災害から「自分たちのまちは自分たちで守る」
ために通勤・通学の方々も含め、お互い協力・連携して活動することをめざします。

（2）町会の自主防災組織図・役割
町会責任者は町会員で班員を編成する。

（4）避難所運営委員会の組織図・役割

（3）本部の組織図・役割
日頃から、地域の安全点検や防災訓練など、災害に備えた様々な取り組みを実践するとともに、
災害時には被害を最小限にくい止めるための活動を行います。

（5）災害時避難所について
発災時、避難所は配置図案を参考に本部・救護所などを置き、避難所運営委員会で配置（部屋
割り）を決めた部屋に避難住民を誘導する。
また、部屋割りに関しては要配慮者※、女性への配慮を考える。組織全般の庶務

地域全体の情報収集、町会との情報伝達
区役所等との情報伝達

避難誘導
避難者数の把握
要配慮者※支援対策の検討

可搬式ポンプの活用による初期消火

消火班

救出・救護班

避難誘導班

出火防止対策、初期消火の活動、火災の警戒

救出・救助活動、防災機関への協力

避難の呼びかけ、避難人員の点呼、安全な避難誘導

※上記班以外に安否確認、情報収集伝達、被害等の報告、デマ防止などの役割が必要です。

情報班

避難誘導班

消火班

総務班

避難所運営委員会

（○○町会）自主防災組織

（○○町会）自主防災組織

※大阪市自主防災活動マニュアルより

町
会
責
任
者

災
害
対
策
本
部（
本
部
長・副
本
部
長
）

総務部

管理部

救護部

食糧部

物資部

区役所からの情報収集、避難者への情報提供、
人的応援の要請、その他他部に属さないこと

避難者の把握、リストの作成、避難者等の出入所管理、
避難スペースの配分・誘導、施設・設備の確認、
施設の警備、ごみの集約・清掃等

応急救護所の確保、
傷病者の救護・把握及び区役所等との連絡調整、
要配慮者※への対応等

飲料水の確保、食料の炊き出し・配給等

救援物資・調達物資の集約及び避難者への配給

施設管理者や区役所との連絡調整、企画運営、
他関係機関等との連絡調整、組織の総括、
組織内の連絡調整・指揮

○要 配 慮 者※   ：  ● 福祉避難室、場合により福祉避難所へ

○女性への配慮 ：  ● 仮設トイレ（女性用）
　　　　　　　　 ● 女性更衣室
　　　　　　　　 ● 女性用物資保管庫
　　　　　　　　 ● 女性用物干し場　　など

※要配慮者とは…高齢者、障がい者（家族の方を含む）、乳幼児・妊産婦（家族や保護者を含む）、
　　　　　　　　外国人など災害時に配慮を要する方

避
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所
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営
委
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会（
委
員
長・副
委
員
長
）

4． 自主防災組織（町会・災害対策本部・避難所運営委員会）


